
主な論点に係るこれまでの議論や意見等 

（１）①関係（農地制度等における地方分権の意義） 

農地・農村部会（平成 25 年 11 月 28 日報告書）抄 

・本格的な人口減少社会の到来など社会情勢が変化する中にあって、今後のまちづくりに当

たっては、農地をはじめとした非都市的な利用と都市的な利用を含め、総合的な視点で土

地利用を捉えていくことが一層重要 

・地方分権の取組を進め、地方が農地を含めた土地利用に関して権限と責任を担うことは、

土地の有効活用や農地を農地として適正に確保していくことに資するものであり、･･･地

域の実情に応じた総合的なまちづくりが可能となる･･･事務手続きの迅速化が図られるこ

とにより、より機動的にまちづくりのニーズに対処することが可能となる 

（１）②関係（農地の総量確保を図るための仕組みとの関わり） 

農地・農村部会（平成 25 年 11 月 28 日報告書）抄 

・国は、食料自給率の向上の観点から、農地の総量確保の仕組みをしっかりと構築すること

などに責任を持つ一方、地方はその具体の執行や管理を担うこととし、個別の農地転用等

に係る事務・権限についても、地方への権限移譲等を進めていくことが望ましい 

（１）③関係（農地転用の実施主体の在り方） 

（１）④関係（国の関与の在り方） 

（１）⑤関係（都道府県農業会議の意見聴取手続きの在り方） 

農地・農村部会（平成 25 年 11 月 28 日報告書）抄 

・農地転用に係る事務・権限については地方（最終的には市町村）に移譲を進める 

・条例による事務処理特例制度の活用により農地転用に係る事務・権限についても都道府 

県から市町村への分権が進んでいることを積極的に評価すべきではないかとの指摘 

・国の関与（２ha 超４ha 以下の農地転用に係る大臣協議）については、これを廃止してい

くべき 

・都道府県農業会議の意見聴取手続きについて、その在り方を見直すべきではないかとの指摘 

全国知事会（平成 25 年７月９日決定「地方分権改革の推進について」）抄 

・実情を把握する地方が事務を行うことで、地域における農業の事情とスピードを重視する

企業のニーズに対応しながら、優良農地の確保と地域経済の活性化の両立が可能となるこ

とから、農地転用に関する事務・権限を移譲すること。 

・平成 21 年に施行された改正農地法附則の規定に基づく農地法見直しに際しては、地方と

の協議を十分行うこと。 

・農地転用など土地利用規制に関する同意・協議については、これを廃止することにより、

地域における機動的かつ効果的な政策展開が可能となり、地域経済の成長にも資するもの

であることから、優先的に見直しを進めること。 
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全国市長会 

・農地転用許可権限、農業振興地域の指定・変更等権限を市に移譲するとともに、農用地利

用計画に係る都道府県との同意・協議を廃止することにより、それぞれの地域において、

農業と工業、市街地のバランスある地域独自の土地利用が促進されるとともに、生産性の

高い農業と産業の集積の実現による地域振興を図ることができる。また、耕作放棄地とな

るリスクの低減、違法転用の解消、さらには企業の海外移転等による産業の空洞化の防止、

地域における雇用の創出や企業誘致による自主財源の確保等、地域経済の活性化を図るこ

とができるようになる。（平成 25 年７月 10 日決定「地域の元気創造・活性化のために～

地域が元気になるための権限移譲、義務付け・枠付けの見直し～」）抄 

・農地転用許可事務に係る都道府県農業会議への諮問を、不要とするよう必要な措置を講じ

ること。（平成 20 年 11 月決定「農業の振興に関する要望」）抄 

 

全国町村会（平成 25 年７月４日決定「平成 26 年度政府予算編成及び施策に関する要望」）抄 

・優良農地の確保と有効利用の促進にあたっては、地域の実態に応じた土地利用がはかられ

るよう、土地利用にかかる権限を町村に移譲すること。 

・都道府県農業会議の意見聴取の義務付けを見直すこと。 

 

 

 農林水産省（「国から地方への事務・権限の移譲等に関する各府省の回答の概要等（報告）」（平

成 25 年５月 15 日内閣府地方分権改革推進室）抄 

・農地は、国民に対する食料供給のための生産基盤であり、国土保全等の多面的機能を果た

している、有限で貴重な資源。農地が存在する生産地と食料の供給先である消費地は一都

道府県内等では完結せず、優良農地を確保していくことは国の責務。 

・規模の大きな農地の転用許可については、農地がまとまって失われるだけでなく、集団的

な優良農地において、周辺農地の無秩序な開発を招くおそれがあるなど影響が大きく、国

レベルの視点に立った判断を行うことが必要。 

・ 産業競争力会議において、「攻めの農業」を進める上で、「農地のフル活用」や「食料自

給力の向上」（農地の確保）を目指すことで一致がみられているところ。 

・ 転用許可実績をみると、都道府県によるものが件数ベースで全体の 99.9％（面積ベース

で 94.9％）を占め、ごくわずかだが、強い農業づくりの基盤となる規模の大きな農地の転

用許可に限って国が関わることとしているところ。 

・平成 21 年の農地法等の一部を改正する法律附則第 19 条第４項において、同法施行後５年

（平成 26 年）を目途として、農地転用事務の実施主体の在り方、農地の確保のための施

策の在り方等について検討することとされているところ。 
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農地転用許可の状況（平成２３年）

（農地・農村部会 農林水産省提出資料により内閣府作成）
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北 海 道 1,111.4 1.5 ▲ 0.5 2.0 滋　　賀 50.7 0.0 ▲ 0.1 0.1

青　　森 134.5 0.0 ▲ 0.5 0.5 京　　都 23.3 ▲ 0.2 ▲ 0.3 0.1

岩　　手 152.3 － － － 大　　阪 4.6 ▲ 0.0 ▲ 0.0 0.0

宮　　城 113.4 － － － 兵　　庫 62.1 ▲ 0.0 ▲ 0.2 0.1

秋　　田 143.2 0.1 ▲ 0.2 0.3 奈　　良 15.9 ▲ 0.0 ▲ 0.2 0.1

山　　形 122.0 0.0 ▲ 0.1 0.1 和 歌 山 30.5 ▲ 0.4 ▲ 0.5 0.1

福　　島 138.2 ー ー ー 鳥　　取 31.1 ▲ 0.2 ▲ 0.5 0.3

茨　　城 126.5 0.2 ▲ 0.8 1.0 島　　根 38.0 ▲ 0.3 ▲ 0.4 0.2

栃　　木 101.2 ▲ 0.0 ▲ 0.4 0.4 岡　　山 56.2 ▲ 1.1 ▲ 1.5 0.3

群　　馬 61.6 0.2 ▲ 0.4 0.6 広　　島 48.0 ▲ 3.0 ▲ 3.5 0.4

埼　　玉 64.1 0.1 ▲ 0.2 0.3 山　　口 40.2 ▲ 0.8 ▲ 1.0 0.3

千　　葉 96.7 ▲ 0.0 ▲ 0.4 0.4 徳　　島 28.7 ▲ 1.6 ▲ 1.6 0.1

東　　京 1.9 0.1 ▲ 0.0 0.2 香　　川 26.4 ▲ 0.8 ▲ 1.7 0.9

神 奈 川 10.5 0.0 ▲ 0.1 0.1 愛　　媛 44.5 0.2 ▲ 0.3 0.4

山　　梨 23.3 ▲ 0.5 ▲ 0.7 0.3 高　　知 28.7 ▲ 1.6 ▲ 1.8 0.2

長　　野 94.1 ▲ 0.3 ▲ 0.9 0.5 福　　岡 71.6 0.0 ▲ 0.2 0.2

静　　岡 56.9 0.1 ▲ 0.4 0.5 佐　　賀 55.7 1.8 ▲ 0.6 2.5

新　　潟 165.8 ▲ 0.0 ▲ 0.1 0.1 長　　崎 43.6 ▲ 0.2 ▲ 0.9 0.7

富　　山 55.8 ▲ 0.0 ▲ 0.0 0.0 熊　　本 92.6 ▲ 0.2 ▲ 0.4 0.3

石　　川 38.7 ▲ 0.1 ▲ 0.3 0.2 大　　分 54.2 ▲ 0.7 ▲ 0.8 0.2

福　　井 38.2 ▲ 0.0 ▲ 0.1 0.1 宮　　崎 62.4 0.9 ▲ 0.3 1.2

岐　　阜 44.4 ▲ 0.0 ▲ 0.2 0.1 鹿 児 島 103.0 0.2 ▲ 0.5 0.8

愛　　知 58.9 ▲ 0.8 ▲ 1.2 0.3 沖　　縄 37.0 ▲ 0.1 ▲ 0.5 0.4

三　　重 53.3 0.1 ▲ 0.2 0.2 全　　国 4,056.1 － － －

被災３県除き 3,652.1 ▲ 7.3 ▲ 25.6 18.4

農林水産省農村振興局農村計画課調べ
※　全国計の増減は、被災３県を除き算出している。
※　東京電力福島第一原子力発電所事故の影響により避難指示のあった福島県の９町村については、平成21年

　の農地面積からこれまでの農用地区域の除外・編入手続きを行った面積を踏まえ算出している。

※　四捨五入の関係で計が一致しない場合がある。

※　平成22年の「基本指針」における平成32年時点で確保すべき農用地区域内の農地面積の目標は415万ha。

（参考）

平成24年の農用地区域内の農地面積
（平成24年12月１日現在）

（単位：千ha）

対前年
増減

除外等 編入等
対前年
増減

H24年
農地面積

（参考）

除外等 編入等
H24年

農地面積
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